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公布された規則のあらまし

◇鳥取県事務処理権限規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

地方機関が庶務を担当する附属機関を設置することに伴い、事務処理権限の区分について所要の改正を行

う。

２ 規則の概要

(１) 地方機関が庶務を担当する附属機関に対する諮問又は調定、審査若しくは調査の要求に係る事務処理権

限のうち、特に重要なもの以外のものは、地方機関の長に委任する。

(２) 地方機関が庶務を担当する附属機関を組織する委員その他の構成員の任免及び給与の決定に係る事務処

理権限のうち、特に重要なもの以外のものは、地方機関の長の専決事項とする。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、公布日とする。

◇鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例の一部が改正され、指定小規模多機能型居宅介

護事業者に係る基準該当通所支援事業の人員等の基準を規則で定めることとされたことに伴い、当該基準を定

める。

２ 規則の概要

(１) 指定小規模多機能型居宅介護事業者に係る基準該当通所支援事業の人員等の基準は、次のとおりとす

る。

ア 地域において児童発達支援又は放課後等デイサービスが提供されていないこと等により児童発達支援又

は放課後等デイサービスを受けることが困難な障害児に対して小規模多機能型居宅介護のうち通いサービ

ス（以下「通いサービス」という。）を提供するものであること。

イ 通いサービスを利用する者の数の上限（以下「登録定員」という。）を25人以下とすること。

ウ 通いサービスを１日に利用する者の数の上限を登録定員の２分の１以上15人以下とすること。

エ 居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。

オ 従業者の人数が、通いサービスを利用する者の数に応じ指定小規模多機能型居宅介護事業者として必要

とされる人数以上であること。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例の一部を改正する条例の施行

の日（平成25年10月11日）とする。

◇鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 規則で定める正当な理由がある場合について定めた規定について、所要の規定の整備を行う。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例の施行の日（平成25年10月11

日）とする。

◇鳥取県青少年問題協議会規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

平成25年10月11日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第111号
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鳥取県青少年問題協議会設置条例の一部が改正され、協議会の専門委員等については条例に定められたこと

に伴い、当該事項を定めていた規則を廃止する。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県青少年問題協議会規則は、廃止する。

(２) 施行期日は、平成26年４月１日とする。
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規 則

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月11日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第70号

鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する規則

鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条、第４条、第６条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第６条、第11条関係）

一般の事務に係る事務処理権限 一般の事務に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 会計地方機 地方機 種 類 内 容 知事 会計地方機 地方機

部長 課長担当 副知事 部長 局長 課長 部長 課長担当 副知事 部長 局長 課長

職員関の長 関の長 職員関の長 関の長

略 略

二 事務 略 二 事務 略

管理及 管理及

び庶務10 附属機関に対する び庶務10 附属機関に対する

に関す 諮問又は調停、審査 に関す 諮問又は調停、審査

る事務 若しくは調査の要求 る事務 若しくは調査の要求

(一) 略 (一) 略

(二) (一)以外のも (二) (一)以外のも ○

の の

(１) 地方機関が ○

庶務を担当する

附属機関に係る

もの

(２) (１)以外の ○

もの

略 略

三 組織 略 三 組織 略

及び人 及び人

事管理12 附属機関を組織す 事管理12 地方自治法（昭和

に関す る委員その他の構成 に関す 22年法律第67号）第

る事務 員の任免及び給与の る事務 202条の３第２項の附

決定 属機関を組織する委

員その他の構成員の

任免及び給与の決定

(一) 略 (一) 略

(二) (一)以外のも (二) (一)以外のも ○

の のに係るもの

(１) 地方機関が ○

庶務を担当する

附属機関に係る

もの

(２) (１)以外の ○

もの

略 略

略 略

八 公有 略 八 公有 略

財産の 財産の

管理に16 指定管理者制度に 管理に16 指定管理者制度に

関する 係る知事の権限に属 関する 係る知事の権限に属

事務 する事務 事務 する事務
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(一)～(四) 略 (一)～(四) 略

(五) 審査委員会の (五) 審査委員会の

開催 開催及び運営

(１)・(２) 略 (１)・(２) 略

(六)～(十七) 略 (六)～(十七) 略

略 略

略 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成25年10月11日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第71号

鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第28号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（障害児通所支援事業の従業者、設備及び運営の基 （障害児通所支援事業の従業者、設備及び運営の基

準） 準）

第３条 略 第３条 略

２・３ 略 ２・３ 略

４ 生活介護を行う事業所であって障害者総合支援法 ４ 障害者総合支援法第29条第１項に規定する指定障

第29条第１項の指定障害者福祉サービス事業者の指 害福祉サービス事業者のうち生活介護を行うもの

定を受けているものが別表第４に掲げる基準を満た が、別表第４に掲げる基準を満たすときは、前項に

すときは、前項に定める基準を満たしているものと 定める基準を満たしているものとみなす。

みなす。

５ 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条第７ ５ 介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１

項に規定する通所介護（以下「通所介護」とい 項に規定する指定居宅サービス事業者のうち同法第

う。）を行う事業所であって同法第41条第１項本文 ８条第７項に規定する通所介護（以下「通所介護」

の指定を受けているものが別表第５に掲げる基準を という。）を行うものが、別表第５に掲げる基準を

満たすときは、第３項に定める基準を満たしている 満たすときは、第３項に定める基準を満たしている

ものとみなす。 ものとみなす。

６ 介護保険法第８条第18項に規定する小規模多機能

型居宅介護を行う事業所であって同法第42条の２第

１項本文の指定を受けているものが別表第６に掲げ

る基準を満たすときは、第３項に定める基準を満た

しているものとみなす。

（指定障害児入所施設の従業者、設備及び運営の基 （指定障害児入所施設の従業者、設備及び運営の基

準） 準）

第４条 条例に定めるもののほか、指定障害児入所施 第４条 条例に定めるもののほか、指定障害児入所施

設の従業者、設備及び運営に関する基準は、障害児 設の従業者、設備及び運営に関する基準は、障害児

入所施設の区分に応じ、別表第７のとおりとする。 入所施設の区分に応じ、別表第６のとおりとする。

２・３ 略 ２・３ 略

別表第５（第３条関係） 略 別表第５（第３条関係） 略

別表第６（第３条関係）



- 7 -

平成25年10月11日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第111号

１ 地域において児童発達支援又は放課後等デイサー

ビスが提供されていないこと等により児童発達支援

又は放課後等デイサービスを利用することが困難な

障害児に対して通いサービス（事業所に通わせて行

うサービスをいう。以下同じ。）を提供するもので

あること。

２ 通いサービスを利用するために登録を受ける者の

数の上限（次号において「登録定員」という。）を

25人以下とすること。

３ 通いサービスを利用する者の数の１日当たりの上

限を登録定員の２分の１以上15人以下とすること。

４ 居間及び食堂は、機能を十分に発揮できる適当な

広さを有すること。

５ 従業者の人数が、通いサービスを利用する者が介

護保険法第８条第２項に規定する居宅要介護者であ

るとした場合に同法第42条の２第１項本文の指定を

受けるために必要とされる人数以上であること。

６ 別表第４第３号から第７号までに掲げる基準を満

たすこと。

別表第７（第４条関係） 略 別表第６（第４条関係） 略

附 則

この規則は、鳥取県障害児通所支援事業及び障害児入所施設に関する条例の一部を改正する条例（平成25年鳥

取県条例第57号）の施行の日（平成25年10月11日）から施行する。
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鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月11日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第72号

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例施行規則（平成25年鳥取県規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（正当な理由がある場合） （正当な理由がある場合）

第２条 条例第11条第１号、第２号及び第４号の規則 第２条 条例第11条ただし書の規則で定める場合は、

で定める正当な理由がある場合は、次に掲げる場合 次に掲げる場合とする。

とする。

(１) 薬事法（昭和35年法律第145号）第76条の４ (１) 薬事法（昭和35年法律第145号）第76条の４

に規定する医療等の用途に供する場合 に規定する医療等の用途に供するために条例第11

条第１号、第２号及び第４号に掲げる行為を行う

場合

(２) 薬事法第12条第１項の許可を受けた者が当該 (２) 薬事法第12条第１項の許可を受けた者が当該

許可に係る同法第２条第１項に規定する医薬品、 許可に係る同法第２条第１項に規定する医薬品、

同条第２項に規定する医薬部外品又は同条第３項 同条第２項に規定する医薬部外品又は同条第３項

に規定する化粧品の研究開発又は製造に利用する に規定する化粧品の研究開発又は製造に利用する

場合 ために条例第11条第１号、第２号及び第４号に掲

げる行為を行う場合

(３) 医事若しくは薬事又は自然科学に関する記事

を掲載する医師、薬剤師その他の医薬関係者又は

自然科学に関する研究に従事する者向けの新聞又

は雑誌により条例第11条第３号に掲げる行為を行

う場合

様式第１号（第３条関係） 様式第１号（第３条関係）

（表） （表）

略 略

（裏） （裏）

鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例（抜粋） 鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例（抜粋）

（立入調査等） （立入調査等）

第12条 知事は、この条例の施行に必要な限度 第12条 知事は、この条例の施行に必要な限度

において、前条各号に掲げる行為を行い、若 において、前条各号に掲げる行為若しくは薬

しくは行った疑いのある者に対して、必要な 事法第76条の４若しくは第76条の５に規定す

報告をさせ、又はその職員に、大臣指定薬物 る行為（以下「禁止行為」という。）を行

若しくは知事指定薬物若しくはこれらに該当 い、若しくは行った疑いのある者に対して、

する疑いがある物を取り扱う場所その他必要 必要な報告をさせ、又はその職員に、大臣指
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な場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を調 定薬物若しくは知事指定薬物若しくはこれらに

査させ、関係者に質問させ、若しくは大臣指定 該当する疑いがある物を取り扱う場所その他必

薬物若しくは知事指定薬物若しくはこれらに該 要な場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を

当する疑いがある物を、試験のため必要な最少 調査させ、若しくは関係者に質問させることが

分量に限り、収去させることができる。 できる。

２ 前項の規定により立入調査、質問又は収去

を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯 ２ 前項の規定により立入調査又は質問を行う

し、関係者の請求があったときは、これを提 職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

示しなければならない。 係者の請求があったときは、これを提示しな

３ 略 ければならない。

３ 略

備考 略 備考 略

附 則

この規則は、鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改正する条例（平成25年鳥取県条例第58号）の施

行の日（平成25年10月11日）から施行する。
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鳥取県青少年問題協議会規則を廃止する規則をここに公布する。

平成25年10月11日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第73号

鳥取県青少年問題協議会規則を廃止する規則

鳥取県青少年問題協議会規則（昭和28年鳥取県規則第87号）は、廃止する。

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。
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教 育 委 員 会 規 則

鳥取県教育委員会事務局等組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成25年10月11日

鳥取県教育委員会委員長 中 島 諒 人

鳥取県教育委員会規則第８号

鳥取県教育委員会事務局等組織規則の一部を改正する規則

鳥取県教育委員会事務局等組織規則（昭和39年鳥取県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第18条 鳥取県附属機関条例（平成25年鳥取県条例第 第18条 地方自治法第138条の４第３項の規定に基づ

53号）第２条第１項の規定により設置された附属機 き法律又は条例の定めるところにより置かれた附属

関の庶務担当機関は、別表第２のとおりとする。 機関は、別表第２の左欄に掲げるとおりであり、こ

れらの担任する事務又は庶務をつかさどる機関は、

それぞれ同表の中欄又は右欄に掲げるとおりであ

る。

２ 鳥取県附属機関条例第２条第３項の規定により設

置される附属機関の庶務担当機関は、同条第４項の

規定により告示するものとする。

別表第２（第18条関係） 別表第２（第18条関係）

附属機関 庶務担当機 附属機関 担任する事務 庶務担当機

関 関

鳥取県教育審議会 教育総務課 鳥取県教育 鳥取県教育審議会条例 教育総務課

鳥取県学力向上戦略本部 審議会 （平成18年鳥取県条例第

鳥取県教育委員会教職員の処分等に係 12号）第３条の規定によ

る評価委員会 る教育委員会又は知事の

鳥取県教育委員会職員結核・一般病健 諮問に応じて行う学校教

康管理審査会 育、生涯学習、青少年教

鳥取県教育委員会職員神経・精神障が 育、文化芸術等の振興に

い健康管理審査会 関する重要事項について

鳥取県教科用図書選定審議会 小中学校課 の調査審議及びこれらの

鳥取県就学指導委員会 特別支援教 事項についての教育委員

鳥取県特別支援学校における医療的ケ 育課 会又は知事に対する建議

ア運営協議会 に関する事務

鳥取県立鳥取盲学校学校関係者評価委 鳥取県教科 義務教育諸学校の教科用 小中学校課

員会 用図書選定 図書の無償措置に関する

鳥取県立鳥取聾学校学校関係者評価委 審議会 法律（昭和38年法律第182
ろう

員会 号）第11条の規定による

鳥取県立鳥取聾学校ひまわり分校学校 教科用図書の採択に関す
ろう
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関係者評価委員会 る事務に係る指導、助言

鳥取県立鳥取養護学校学校関係者評価 又は援助についての教育

委員会 委員会に対する意見具申

鳥取県立白兎養護学校学校関係者評価 に関する事務

委員会 鳥取県社会 社会教育法（昭和24年法 家庭・地域

鳥取県立倉吉養護学校学校関係者評価 教育委員 律第207号）第17条の規定 教育課

委員会 による社会教育に関する

鳥取県立皆生養護学校学校関係者評価 事項についての教育委員

委員会 会に対する助言及び意見

鳥取県立米子養護学校学校関係者評価 具申に関する事務

委員会 鳥取県教育 教育委員会の所管に属す 家庭・地域

鳥取県立琴の浦高等特別支援学校学校 委員会指定 る公の施設についての鳥 教育課（鳥

関係者評価委員会 管理候補者 取県公の施設における指 取県立生涯

鳥取県立鳥取盲学校学校評議員 審査委員会 定管理者の指定手続等に 学習センタ

鳥取県立鳥取聾学校学校評議員 関する条例（平成16年鳥 ーに関する
ろう

鳥取県立鳥取聾学校ひまわり分校学校 取県条例第67号）第５ こ と に 限
ろう

評議員 条、第６条第２項及び第 る。）

鳥取県立鳥取養護学校学校評議員 22条第３項の規定による スポーツ健

鳥取県立白兎養護学校学校評議員 指定管理候補者の審査に 康 教 育 課

鳥取県立倉吉養護学校学校評議員 関する事務 （家庭・地

鳥取県立皆生養護学校学校評議員 域教育課が

鳥取県立米子養護学校学校評議員 担当する事

鳥取県立琴の浦高等特別支援学校学校 務 を 除

評議員 く。）

鳥取県教職員研修等実施協議会 教育センタ 鳥取県立図 図書館法第14条の規定に 図書館

ー 書館協議会 よる館長の諮問に応じて

鳥取県立鳥取東高等学校学校関係者評 高等学校課 行う図書館奉仕について

価委員会 の館長に対する意見具申

鳥取県立鳥取西高等学校学校関係者評 に関する事務

価委員会 鳥取県文化 文化財保護法（昭和25年 文化財課

鳥取県立鳥取商業高等学校学校関係者 財保護審議 法律第214号）第190条の

評価委員会 会 規定による教育委員会の

鳥取県立鳥取工業高等学校学校関係者 諮問に応じて行う文化財

評価委員会 の保存及び活用に関する

鳥取県立鳥取湖陵高等学校学校関係者 重要事項についての調査

評価委員会 審議並びにこれらの事項

鳥取県立鳥取緑風高等学校学校関係者 についての教育委員会に

評価委員会 対する意見具申に関する

鳥取県立青谷高等学校学校関係者評価 事務

委員会 鳥取県立博 博物館法第20条に基づく 博物館

鳥取県立岩美高等学校学校関係者評価 物館協議会 博物館長の諮問に応じて

委員会 行う館長に対する意見具

鳥取県立八頭高等学校学校関係者評価 申に関する事務

委員会 鳥取県スポ 鳥取県スポーツ審議会条 スポーツ健

鳥取県立智頭農林高等学校学校関係者 ーツ審議会 例（平成24年鳥取県条例 康教育課
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評価委員会 第６号）第２条の規定に

鳥取県立倉吉東高等学校学校関係者評 よる教育委員会又は知事

価委員会 の諮問に応じて行う鳥取

鳥取県立倉吉西高等学校学校関係者評 県スポーツ振興計画その

価委員会 他のスポーツの推進に関

鳥取県立倉吉農業高等学校学校関係者 する重要事項についての

評価委員会 調査審議及びこれらの事

鳥取県立倉吉総合産業高等学校学校関 項についての教育委員会

係者評価委員会 又は知事に対する建議に

鳥取県立鳥取中央育英高等学校学校関 関する事務

係者評価委員会

鳥取県立米子東高等学校学校関係者評

価委員会

鳥取県立米子西高等学校学校関係者評

価委員会

鳥取県立米子高等学校学校関係者評価

委員会

鳥取県立米子南高等学校学校関係者評

価委員会

鳥取県立米子工業高等学校学校関係者

評価委員会

鳥取県立米子白鳳高等学校学校関係者

評価委員会

鳥取県立境高等学校学校関係者評価委

員会

鳥取県立境港総合技術高等学校学校関

係者評価委員会

鳥取県立日野高等学校学校関係者評価

委員会

鳥取県立鳥取東高等学校学校評議員

鳥取県立鳥取西高等学校学校評議員

鳥取県立鳥取商業高等学校学校評議員

鳥取県立鳥取工業高等学校学校評議員

鳥取県立鳥取湖陵高等学校学校評議員

鳥取県立鳥取緑風高等学校学校評議員

鳥取県立青谷高等学校学校評議員

鳥取県立岩美高等学校学校評議員

鳥取県立八頭高等学校学校評議員

鳥取県立智頭農林高等学校学校評議員

鳥取県立倉吉東高等学校学校評議員

鳥取県立倉吉西高等学校学校評議員

鳥取県立倉吉農業高等学校学校評議員

鳥取県立倉吉総合産業高等学校学校評

議員

鳥取県立鳥取中央育英高等学校学校評
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議員

鳥取県立米子東高等学校学校評議員

鳥取県立米子西高等学校学校評議員

鳥取県立米子高等学校学校評議員

鳥取県立米子南高等学校学校評議員

鳥取県立米子工業高等学校学校評議員

鳥取県立米子白鳳高等学校学校評議員

鳥取県立境高等学校学校評議員

鳥取県立境港総合技術高等学校学校評

議員

鳥取県立日野高等学校学校評議員

鳥取県キャリア教育推進会議

鳥取県教育研究開発事業に係る運営指

導委員会

鳥取県立学校第三者評価委員会

鳥取県指導改善研修教員審査委員会

鳥取県立鳥取商業高等学校地域の産業

界と学校のネットワーク会議

鳥取県立鳥取湖陵高等学校地域の産業

界と学校のネットワーク会議

鳥取県立智頭農林高等学校地域の産業

界と学校のネットワーク会議

鳥取県立倉吉農業高等学校地域の産業

界と学校のネットワーク会議

鳥取県立米子南高等学校地域の産業界

と学校のネットワーク会議

鳥取県立米子工業高等学校地域の産業

界と学校のネットワーク会議

鳥取県立境港総合技術高等学校地域の

産業界と学校のネットワーク会議

鳥取県社会教育委員 家庭・地域

とっとり県民カレッジ運営委員会 教育課

鳥取県子どもの読書活動推進委員会

鳥取県立船上山少年自然の家運営委員

会

鳥取県立大山青年の家運営委員会

鳥取県教育委員会指定管理候補者審査 家庭・地域

委員会 教育課(鳥

取県立生涯

学習センタ

ーに関する

こ と に 限

る。)

スポーツ健

康 教 育 課
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(家庭・地

域教育課が

担当する事

務 を 除

く。)

鳥取県教育委員会指定管理施設運営評 家庭・地域

価委員会 教育課(鳥

取県立生涯

学習センタ

ーに関する

こ と に 限

る。)

スポーツ健

康 教 育 課

(家庭・地

域教育課が

担当する事

務 を 除

く。)

鳥取県立図書館協議会 図書館

鳥取県育英奨学生選考委員会 人権教育課

鳥取県文化財保護審議会 文化財課

鳥取県青谷上寺地遺跡発掘調査委員会

鳥取県妻木晩田遺跡発掘調査委員会

鳥取県銃砲刀剣類登録審査会

鳥取県立博物館協議会 博物館

鳥取県美術資料収集評価委員会

鳥取県スポーツ審議会 スポーツ健

鳥取県心や性の健康問題対策協議会 康教育課

鳥取県子どもの体力向上支援委員会

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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教 育 委 員 会 訓 令

鳥取県教育委員会訓令第４号

鳥取県教育委員会事務処理権限規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成25年10月11日

鳥取県教育委員会委員長 中 島 諒 人

鳥取県教育委員会事務処理権限規程の一部を改正する訓令

鳥取県教育委員会事務処理権限規程（平成22年鳥取県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改正後 改正前

別表第１（第３条、第４条、第６条－第８条関係） 別表第１（第３条、第４条、第６条－第８条関係）

１ 共通事項 １ 共通事項

事務処理権限の 事務処理権限の
事項 事項

区分 区分

教 専決権者 教 専決権者

育 教 課 所 育 教 課 所

種類 内容 委 育 長 長 種類 内容 委 育 長 長

員 長 等 等 員 長 等 等

会 会

略 略

四 その他の業務 略 四 その他の業務 略

に関する事務 ５ 附属機関の に関する事務 ５ 附属機関の ○

委員の任命 委員の任命

(１) 政策立 ○

案等に係る

附属機関で

教育委員会

が必要と認

めるもの

(２) 県立学 ○

校ごとに設

置された附

属機関に係

るもの

(３) (１)及 ○

び(２)以外

のもの

略 略

２～７ 略 ２～７ 略

平成25年10月11日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第111号



- 17 -

別表第２（第９条－第12条、第14条、第16条関係） 別表第２（第９条－第12条、第14条、第16条関係）

共通事項 共通事項

事務処理権 事務処理権
事項 事項

限の区分 限の区分

教 専 委 教 専 委

育 決 任 育 決 任

長 権 決 長 権 決

者 裁 者 裁

種類 内容 権 種類 内容 権

者 者

課 課 課 課

長 長 長 長

等 等 等 等

略 略

十四 指定管理者 １ 指定管理者制 十四 指定管理者 １ 指定管理者制

制度に関する事 度に係る事務の 制度に関する事 度に係る事務の

務 うち次に掲げる 務 うち次に掲げる

事務 事務

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 審査委員 ○ (４) 審査委員 ○

会の開催 会の開催及び

運営

(５) 審査委員 ○

会の委員の委

嘱

(５) 略 (６) 略

(６) 略 (７) 略

(７) 略 (８) 略

(８) 略 (９) 略

(９) 略 (10) 略

(10) 略 (11) 略

(11) 略 (12) 略

(12) 略 (13) 略

略 略

略 略

別表第３（第９条－第12条、第14条、第16条関係） 別表第３（第９条－第12条、第14条、第16条関係）

１～３ 略 １～３ 略

４ 特別支援教育課 ４ 特別支援教育課

事務処理権 事務処理権
事項 事項

限の区分 限の区分

教 専 委 教 専 委

育 決 任 育 決 任

長 権 決 長 権 決

者 裁 者 裁

平成25年10月11日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第111号
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種類 内容 権 種類 内容 権

者 者

課 課 課 課

長 長 長 長

等 等 等 等

略 略

七 鳥取県立学校 １ 同規則に基づ 七 鳥取県立学校 １ 同規則に基づ

管理規則に関す く事務のうち次 管理規則に関す く事務のうち次

る事務（特別支 に掲げる事務 る事務（特別支 に掲げる事務

援学校に係る事 (１)～(３) 略 援学校に係る事 (１)～(３) 略

務に限る。） (４) 同規則第 ○ 務に限る。） (４) 同規則第 ○

41条第２項の 41条第２項の

規定による職 規定による職

員の職務専念 員の職務専念

義務の免除に 義務の免除に

ついての指示 ついての指示

(５) 同規則第 ○

54条第３項の

規定による学

校評議員の委

嘱

略 略

八 学校教育法施 １ 同令に基づく 八 学校教育法施 １ 同令に基づく

行令（昭和28年 事務のうち次に 行令（昭和28年 事務のうち次に

政令第340号）に 掲げる事務 政令第340号）に 掲げる事務

関する事務 (１) 略 関する事務 (１) 略

(２) 同令第６ ○ (２) 同令第６ ○

条の３第２項 条の３第２項

の規定による の規定による

障がいの状態 認定就学者の

等の変化によ 氏名等の通知

り小学校又は

中学校に就学

することが適

当であると思

料される者の

氏名等の通知

(３) 同令第６ ○ (３) 同令第６ ○

条の３第４項 条の３第４項

の規定による の規定による

特別支援学校 認定就学者と

に引き続き就 して就学する

学させること ことが適当で

が適当である ないと認めら

と認められた れた者に係る
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者に係る通知 通知

(４) 同令第11 ○ (４) 同令第11 ○

条第１項又は 条第１項又は

第２項（同令 第２項（同令

第11条の２、 第11条の２、

第11条の３、 第11条の３、

第12条第２項 第12条第２項

及び第12条の 及び第12条の

２第２項にお ２第２項にお

いて準用する いて準用する

場 合 を 含 場 合 を 含

む。）の規定 む。）の規定

による特別支 による視覚障

援学校に就学 害者等の氏名

させる者の氏 等の通知又は

名等の通知又 学齢簿の謄本

は学齢簿の謄 の受理

本の受理

(５) 略 (５) 略

(６) 同令第14 ○ (６) 同令第14 ○

条第１項又は 条第１項又は

第２項の規定 第２項の規定

による特別支 による視覚障

援学校に就学 害者等の入学

させる者の入 期日等の通知

学期日の通知 又は就学させ

又は就学させ るべき特別支

るべき特別支 援学校の指定

援学校の指定

(７) 同令第15 ○ (７) 同令第15 ○

条の規定によ 条の規定によ

る特別支援学 る視覚障害者

校に就学させ 等の氏名等の

る者の氏名等 通知

の通知

(８) 同令第16 ○ (８) 同令第16 ○

条の規定によ 条の規定によ

る特別支援学 る特別支援学

校の指定の変 校の指定の変

更及び変更の 更及び変更の

通知 通知

(９) 同令第17 ○

条の規定によ

る視覚障害者

等の区域外就
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学届の受理

(10) 同令第18 ○

条の規定によ

る視覚障害者

等の課程修了

前の退学届の

受理

略 略

略 略

５ 略 ５ 略

６ 高等学校課 ６ 高等学校課

事務処理権 事務処理権
事項 事項

限の区分 限の区分

教 専 委 教 専 委

育 決 任 育 決 任

長 権 決 長 権 決

者 裁 者 裁

種類 内容 権 種類 内容 権

者 者

課 課 課 課

長 長 長 長

等 等 等 等

略 略

四 鳥取県立学校 １ 同規則に基づ 四 鳥取県立学校 １ 同規則に基づ

管理規則に関す く事務のうち次 管理規則に関す く事務のうち次

る事務（県立高 に掲げる事務 る事務（県立高 に掲げる事務

等学校に係るも (１)～(３) 略 等学校に係るも (１)～(３) 略

のに限る。） (４) 同規則第 ○ のに限る。） (４) 同規則第 ○

41条第２項の 41条第２項の

規定による職 規定による職

員の職務専念 員の職務専念

義務の免除に 義務の免除に

ついての指示 ついての指示

(５) 同規則第 ○

54条第３項の

規定による学

校評議員の委

嘱

略 略

略 略

７～９ 略 ７～９ 略

10 文化財課 10 文化財課

事務処理権 事務処理権
事項 事項

限の区分 限の区分

教 専 委 教 専 委
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育 決 任 育 決 任

長 権 決 長 権 決

者 裁 者 裁

種類 内容 権 種類 内容 権

者 者

課 課 課 課

長 長 長 長

等 等 等 等

略 略

四 銃砲刀剣類に １ 銃砲刀剣類所 四 銃砲刀剣類に １ 銃砲刀剣類所

関する事務 持等取締法（昭 関する事務 持等取締法（昭

和33年法律第６ 和33年法律第６

号）に基づく事 号）に基づく事

務のうち次に掲 務のうち次に掲

げる事務 げる事務

(１) 同法第14 ○ (１) 同法第14 ○

条第１項の規 条第１項の規

定による銃砲 定による銃砲

刀剣類の登録 刀剣類の登録

(２) 同法第14 ○

条第３項に規

定する銃砲刀

剣類の登録審

査委員の委嘱

(２) 略 (３) 略

(３) 略 (４) 略

(４) 略 (５) 略

(５) 略 (６) 略

(６) 略 (７) 略

(７) 略 (８) 略

２ 銃砲刀剣類登 ２ 銃砲刀剣類登

録規則（昭和33 録規則（昭和33

年文化財保護委 年文化財保護委

員 会 規 則 第 １ 員 会 規 則 第 １

号）に基づく事 号）に基づく事

務のうち次に掲 務のうち次に掲

げる事務 げる事務

(１) 同規則第 ○ (１) 同規則第 ○

１条第３項の １条第３項の

規定による鑑 規定による鑑

定を行う日時 定を行う日時

等の通知 等の通知

(２) 同規則第 ○

２条の規定に

よる登録審査
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委員の任命

(２) 略 (３) 略

(３) 略 (４) 略

略 略

略 略

11・12 略 11・12 略

附 則

この訓令は、平成25年10月11日から施行する。
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